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献血者数の推移と将来推計―血液事業の進歩と合理化の観点から―

佐藤 研 高橋 雅彦 古谷 克己 高梨美乃子 小松 博久
中島 一格

近年，若者の献血者数が減少していることから，高齢化が進む今後の血液の安定供給を危ぶむ声が聞かれる．今
回，今後とも血液の安定供給を確保する対策を講じるために，統計資料に基づいて過去の献血者数の推移を解析し
た．その結果，献血者数の減少は，血液事業の進歩とともに採血効率を向上させ，合理的に献血者を募集し血液を
確保してきたことが大きく影響していることが分かった．しかしその一方で，献血者から得られた血液を有効的に
活用するために，厳密な血液型別の在庫管理が求められている．また，将来推計の結果，高齢化が進むことにより
輸血用血液製剤の供給量は増加傾向を示すが，原料血漿確保計画量如何によっては高齢化による増加分をはるかに
上回る献血者の確保が必要となる．献血者を確実に確保するためには，中，長期的な原料血漿確保計画が不可欠で
ある．
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はじめに
昭和 54（1979）年にガラス瓶採血から塩化ビニール

製の採血バッグに切り替わり，輸血用血液製剤の需要
量が増加したことに伴って献血者数も増加した．昭和
60（1985）年の総献血者数は約 870 万人となったが，
昭和 61（1986）年に減少に転じてからは減少傾向が続
き，平成 18（2006）年には 500 万人を割り込んで約 499
万人となった．また，平成 18（2006）年 3月に行った
厚生労働省の調査１）では献血未経験者の 4人に 1人が献
血を知らないと回答しており，少子高齢化が進む中で
若年齢層の献血者が減少していることもあって，将来
の血液の安定的な確保を危惧する声も上がっている．
しかし，血漿製剤以外の血液製剤の供給量が大きく減
少している訳ではなく，医療機関への供給も滞りなく
行われている．
今後とも安全な血液製剤を安定供給するためには，

現状を十分に把握し適切な対策を講じる必要があるこ
とから，過去から現在までの血液事業の統計資料を分
析した．
また，現在までの状況を踏まえ，将来の献血者数の

推移についても推計し，若干の考察を加えたので報告
する．

対象と方法
1．統計資料の解析
解析の範囲は，昭和 54（1979）年から平成 18（2006）

年までとし，日本赤十字社が発行している統計資料「血
液事業の現状」２）を基に，献血者数，供給単位数，検査
不合格率，返品および期限切れ率（以下期限切れ率）を
比較した．

2．原料血漿確保量
原料血漿確保量は，昭和 58（1983）年度から平成 18

（2006）年度の実績を比較した．
3．将来推計献血者数
過去 10年の供給状況から推計した全血を含む赤血球

製剤（以下赤血球製剤）の供給本数（Y1），成分採血由
来血小板製剤の供給本数（Y2），成分採血由来血漿製剤
の供給本数（Y3），成分採血由来分画原料の送付本数
（Y4），検査落ち本数（Y5），期限切れ本数（Y6）の和を
献血者数（Y）とした．さらに，将来推計人口から輸血
用血液使用本数の年齢構成補正係数を算出し，各製剤
の将来推計供給本数に乗じて補正した結果を年齢構成
補正後の将来推計献血者数とした．
関係式を以下に示した．
（1）献血者数（Y）
Y＝Y1＋Y2＋Y3＋Y4＋Y5＋Y6
（2）全血採血由来赤血球製剤および成分採血由来血
小板供給本数
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Table 1 Actual amount of transfusions by age group in Tokyo in 
2005.

Transfusion
rate

Population
(×103)

Number of transfusionsAge group
(years) (%)(×103)

2.9%4752.2% 140～4

0.6%5020.4%  35～9

1.0%1,0461.5% 1010～19

0.8%1,7682.1% 1420～29

1.4%2,1224.5% 2930～39

2.3%1,6085.7% 3740～49

5.1%1,71413.5% 8850～59

9.2%1,59322.3%14660～69

18.5%1,69247.9%31370～

5.2%12,520100%654Total

過去 10 年の供給状況を基に回帰直線を求め，得られ
た近似式より，以降 10 年間の将来推計供給本数を算出
した．
（3）成分採血由来血漿製剤供給本数
Y3＝y1×0.4×0.31÷5
y1＝Y1×（1＋y2）
y1：RCC供給単位数
y2：RCC-2 供給比率（RCC-2 供給本数÷RCC供給本

数）
血漿製剤の対赤血球製剤供給比率は，輸血使用量を

考慮し，0.4 と仮定した．また，5単位血漿製剤供給割
合は，平成 18（2006）年実績の 0.31 とした．
（4）成分採血由来分画原料の送付本数
Y4＝［y3－｛y1×0.12－（y1×0.4－Y3×5）×0.08＋Y2×

0.20｝］÷0.45
y3：原料血漿確保目標量
原料血漿確保目標量は，平成 9（1997）年 12 月に

「血液行政の在り方に関する懇談会報告書」で示された
10 年後の国内自給 100％達成の想定量 150万 l と仮定
し，確保期限については，状況を考慮し平成 15（2003）
年に「血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を
図るための基本的な方針」で見直されていることもあ
り，10 年後の平成 28 年に設定した．また，200ml 採
血由来血漿量は 0.12l，血小板採血由来原料血漿量を
0.20l，1 単位凍結血漿量を 0.08l，成分採血由来原料血
漿量は 0.45l，血漿製剤の対赤血球製剤供給比率は 0.4
とした．
（5）検査不合格，期限切れの将来推計本数
Y5＝｛Y1÷（1－0.048）＋Y2÷（1－0.054）＋Y3｝÷（1－

0.04）×0.04
Y6＝Y1÷（1－0.048）×0.048＋Y2÷（1－0.054）×0.054
供給本数から献血者数を求める過程の係数として，

平成 18（2006）年の検査不合格率（4.0％），期限切れ率

（全血採血 4.8％，成分採血 5.4％）を用いた．
（6）将来推計人口による輸血用血液使用本数の年齢
構成補正値
平成 17（2005）年の東京都における供給本数に年齢

区分別血液使用率３）を乗じて得た年齢区分別輸血本数を
東京都の年齢区分別人口４）で除し各年齢区分の輸血率と
した（Table 1）．次に，東京都の各年齢区分の輸血率が
全国でも同様であると仮定し，各年齢区分の輸血率を
日本の将来推計人口の年齢区分別推計値４）に乗じて各年
齢区分の輸血本数とした．さらに，各年齢区分の輸血
本数の和を各年次の総輸血本数とし，平成 18（2006）年
の総輸血本数で除して得た比を各年次の輸血用血液使
用本数の年齢構成補正値とした（Table 2）．

結 果
1．献血者数と供給単位数の推移
昭和 54（1979）年に 539 万人であった年間総献血者

数は，昭和 60（1985）年の 870 万人を最高に減少に転
じ，平成 18（2006）年には 499 万人となった．一方供
給単位数は，昭和 54（1979）年の 701 万単位から増加
し平成 8（1996）年には 1,878 万単位に達したが，その
後は減少に転じ，平成 18（2006）年には 1,618 万単位と
なった．昭和 61（1986）年から平成 8（1996）年まで
の間は，献血者数が減少しているにもかかわらず供給
単位数は逆に増加している（Fig. 1）．

2．赤血球製剤の製品規格別供給単位数の推移
赤血球製剤の供給単位数は，昭和 54（1979）年の 408

万単位から増加してきたが，昭和 60（1985）年に 600
万単位を超えてからは，若干の減少傾向を示している
もののほぼ横ばいが続いている．昭和 61（1986）年に
400ml 採血を導入してからは，400ml 採血由来赤血球
製剤（2単位製剤）の供給比率が急激に上昇し，平成
18（2006）年には 86.6％（400ml 採血率は 76.4％）に達
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Fig. 1 Number of blood donors and units supplied.

Table 2 Projected number of transfusions by age group in Japan.

202620162006
Age group
(years) transfusions

(×103)
population
(×103)

transfusions
(×103)

population
(×103)

transfusions
(×103)

population
(×103)

1314,3311504,9621735,7190～4

244,606285,304315,8905～9

9710,30210911,63511712,42310～19

9311,9919912,73112215,67120～29

18113,01622015,89326419,01830～39

36615,77643718,84936315,64940～49

94118,33778015,19498319,14750～59

1,31014,3351,64017,9511,42415,58160～69

5,13827,7714,32723,3893,44918,64370～

8,280120,4667,791125,9096,924127,741Total

1.201.131.00Fold-increase in 
transfusions 

している（Fig. 2）．
3．血小板製剤の製品規格別供給単位数の推移
血小板製剤の供給単位数は，昭和 54（1979）年の 73

万単位から増加を続け，平成 12（2000）年には 798
万単位となった．その後は若干の減少傾向を示してい
るもののほぼ横ばいが続いている．昭和 61（1986）年
の成分採血導入当初は 5単位の血小板製剤が多かった
が，徐々に 10 単位以上の高単位製剤が中心となり，平
成 10（1998）年以降の成分由来血小板製剤の平均供給
単位数は約 11 単位となっている（Fig. 3）．

4．血漿製剤の製品規格別供給単位数の推移
血漿製剤の供給単位数は，昭和 54 年の 220 万単位か

ら増加し，昭和 60（1985）年に 600 万単位を超えた後
は若干減少したが，昭和 62（1987）年以降 10 年間は，

ほぼ横ばい状態であった．しかし，平成 9（1997）年以
降は，適正使用の推進により急激に減少し，供給量が
最高の昭和 60（1985）年には 1.3 であった血漿製剤の対
赤血球製剤使用比率も急激に減少して，平成 18（2006）
年には 0.47 となっている（Fig. 4）．

5．原料血漿確保量の推移
Fig. 5 に原料血漿確保目標量と確保量（年度実績）を

示した．平成 2（1990）年に血液製剤の国内自給達成を
目的とした体制整備が始まり，その翌年から平成 14
（2002）年度までは計画的に確保量が増加している．平
成 15（2003）年度は目標量に対して確保量が少なくなっ
ており，それ以降目標量が減少しているが，これは血
漿製剤の貯留保管，原料血漿確保量の調整が行われた
ためである．
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Fig. 2 Number of RCC units supplied.
RCC-1 is a one-unit bag of red cell concentrate derived from a 200 ml donation.
RCC-2 is a two-unit bag of red cell concentrate derived from a 400 ml donation.

Fig. 3 Number of PC units supplied.
A PC unit contains 0.2×1011 platelets.
PC-1 is a one-unit bag of platelet concentrate separated from a 200 ml donation.
PC-2 is a two-unit bag from a 400 ml donation.
PC-5, -10, -15 and -20 are 5-, 10-, 15- and 20-unit bags from apheresis donations.

6．検査不合格率と期限切れ率
昭和 54（1979）年の検査不合格率は 5.8％であり，そ

の後 6％前後を推移しているが，昭和 61（1986）年か
ら上昇傾向を示し，昭和 62（1987）年には 7.9％，平成
4（1992）年には 8.9％に達した．それ以降は減少傾向
を示し，平成 18（2006）年は 4.0％である．また，昭和
54（1979）年に 18.5％であった赤血球製剤の期限切れ
率は，昭和 61（1986）年には 25％以上となり，平成
3（1991）年の 26.5％を最高に，その後減少し，平成 18

（2006）年は 4.8％である．一方成分採血（血小板）の
期限切れ率は，昭和 61（1986）年に 14.5％であったが，
その後は減少傾向を示し，平成 18（2006）年は 5.4％で
ある（Fig. 6）．

7．将来推計献血者数の推移
過去 10 年の赤血球供給本数と血小板供給本数の和，

赤血球供給本数，400ml 供給比率の回帰式を求めたと
ころ良好な相関関係が得られた．
（Y1＋Y2）＝－36,755x＋4,348,587：R2＝0.9159 p＜
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Fig. 4 Number of FFP units supplied.
A  FFP unit is 80 ml of plasma.
FFP-1 is a one-unit bag of fresh frozen plasma separated from a 200 ml donation.
FFP-2 is a two-unit bag from a 400 ml donation.
FFP-5 is a five-unit bag from an apheresis donation.

Fig. 5 Amount of plasma collected.

0.001
Y1＝－38,033x＋3,655,702：R2＝0.9262 p＜0.001
y2＝0.0185x＋0.5825：R2＝0.9759 p＜0.001
x＝1～20：平成 8年を 0としたときの経過年数
関係式を基に算出した将来推計本数をTable 3に示し

た．
過去 10 年の供給状況から単純に推測すると，平成 18

年に約 416 万本であった製品供給本数は減少傾向を示
し，平成 28 年には約 375 万本となる．しかし，輸血用
血液使用本数の年齢構成補正係数で補正すると増加傾
向を示し，平成 28 年には約 422 万本となる．献血者数

に換算すると約 5.6 万人（1.2％）の増加である（Table
3）．仮に平成 28（2016）年の原料血漿確保目標量を 150
万 l と想定し，原料血漿確保量を段階的に増加させた場
合は，原料血漿用のPPP送付本数が約 159万本増加し，
必要な献血者数は約628万人となり約129万人（25.8％）
増加する（Table 4）．

考 察
献血者数が減少した理由として，400ml 採血および

成分採血導入以降，輸血副作用軽減を目的に高単位製
剤確保を推進することにより，献血者数を減らしなが



376 Japanese Journal of Transfusion and Cell Therapy, Vol. 55. No. 3

Fig. 6 Screening test rejection and unused rates in blood donations.

Table 3 Estimated future needs for blood supplies.

After correcting for age compositionBefore correcting for age composition
RCC-2 
supply 
(%) 

Year blood
donors
(×103) 

unused
(×103) rejected

total
supply
(×103) 

increase
rate ＊

total
supply
(×103) 

FFP-5
supply
(×103) 

PC
supply
(×103) 

RCC
supply
(×103) 

4,5622161834,1631.004,1631706983,29576.4%'06

4,5472071824,1581.024,0881437073,23778.6%'07

4,5782091834,1871.034,0511437083,19980.5%'08

4,5992091844,2061.054,0141437093,16182.3%'09

4,6212101854,2261.063,9771437113,12384.2%'10

4,6422111864,2451.083,9401427123,08586.0%'11

4,6582121864,2601.093,9021427133,04787.9%'12

4,6662121874,2661.103,8651427153,00989.7%'13

4,6682131874,2691.123,8281417162,97191.6%'14

4,6512121864,2541.123,7911417172,93393.4%'15

4,6182101854,2231.133,7541407182,89595.3%'16
＊ calculated in Tables 1 & 2

らも供給に必要な血液量を効率的に確保してきたこと
があげられる．
具体的には，平成18（2006）年の400ml 採血率は76.4％，

全血献血者数は約 361 万人であったが，仮にこれがす
べて 200ml 採血の場合は，約 637 万人の献血者を確保
する必要があった．効率化の効果は，400ml 採血を導
入したことだけでも，その差の約 276 万人である．
また，検査不合格率については，昭和 54（1979）

年当時 5.8％であった検査不合格率が，HIV抗体，
HTLV-I 抗体，HCV抗体，HBc 抗体検査などの検査項
目の追加により，平成 4（1992）年には 8.9％まで上昇
した．しかし，輸血に使用できない献血者に通知する
などの対策を講じた結果，平成 18（2006）年には 4.0％

まで減少した．差の 4.9％は平成 18（2006）年の献血者
で換算すると約 22 万人に相当する．様々な安全対策の
ひとつの方策として輸血に使用できない血液の採血を
極力抑制してきた結果，献血者確保の効率性も向上し
てきたと思われる．
さらに，期限切れ率の減少もひとつの要因である．

全血採血では，昭和 61（1986）年の 26.4％から平成 18
（2006）年の 4.8％まで 21.6％減少している．また，成
分採血（血小板）では，成分採血導入当初の 14.5％か
ら平成 18（2006）年の 5.4％まで 9.1％減少した．差は
平成 18（2006）年の献血者で換算すると全血採血で約
78 万人，血小板採血で約 7万人に相当する．期限切れ
率が減少してきた理由として，成分採血装置の導入に
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Table 4 Estimated future needs for blood donors.

Blood donors 
(×103) 

Plasma (PPP)
donors
(×103) 

Amount of 
plasma collected 

(L) 
Year

4,988930,000'06

5,126556970,000'07

5,2716651,030,000'08

5,4107781,090,000'09

5,5488901,150,000'10

5,6861,0021,210,000'11

5,8211,1161,270,000'12

5,9511,2341,330,000'13

6,0781,3531,390,000'14

6,1931,4801,450,000'15

6,2751,5901,500,000'16

よる高単位血小板製剤の確保や全国レベルでの在庫調
整が合理的に行われてきた結果であると考えられる．
欧米諸国では各製剤の有効期限が我が国より長いにも
かかわらず，赤血球製剤で 2.4％から 9.9％，血小板製
剤で 8.2％から 31％の期限切れがあると報告されてい
る５）６）．
以前，渡辺らは平成 7（1995）年当時（献血者 630

万人）の状況で将来人口推計値を基に血液の需要を予
測し，献血者を毎年 2％から 2.5％ずつ増やさなければ
ならないと報告している７）．しかし実際の献血者数は499
万人まで減少している．これは，適正使用による輸血
量の減少，無輸血手術の普及，自己血輸血の増加３）など，
輸血医療の技術向上により輸血量の増加が予想を下回っ
たことと，高単位製剤の確保，安全な血液製剤確保の
様々な対策，情報の一元化など，血液事業において合
理的に事業を推進してきた複合的な効果が，少ない献
血者でも血液製剤の安定的な供給を可能にしていると
言える．
次に将来の製品供給本数についてであるが，増減の

要因として血小板製剤の供給における 10単位製剤の割
合や血漿製剤の供給における成分由来製剤（FFP-5）の
割合の変化も考えられる．しかし，これを一定と仮定
し，過去 10 年の供給状況から直近の 10 年を推測した
結果では，400ml 供給比率が向上することで，製品供
給本数は減少傾向を示した．また，将来推計では，検
査不合格率および期限切れ率を平成 18（2006）年と同
じと仮定しているが，実際は，さらに 1～2％程度減少
する可能性もある．
平成 18（2006）年の輸血用血液使用本数を 1.00 とし

た場合，輸血用血液使用本数の年齢構成補正係数は毎
年 1～2％程度増加し，平成 28 年には 1.13 となる．こ
れは，高齢化が進み，特に団塊の世代が輸血頻度の高

い 60 代（血液使用率 22.3％）から 70 代（血液使用率
47.9％）へと移行していくためである．年齢構成補正前
は，平成 28（2016）年の製品供給本数が 375 万本とな
り減少するが，年齢構成補正後は 422 万本となり逆に
増加する．年齢構成補正係数のピークは平成 37～38
（2025～2026）年頃で，年齢構成補正係数は 1.20 となる
見込みである（Table 2）．製品の高単位化など，血液製
剤確保の合理化，効率化はそろそろ限界に近いと思わ
れることから，将来の製品供給本数については高齢化
による影響が表面化すると推測される（Table 3）．
ところが，現状で献血者数の増減を大きく左右して

いる要因は，輸血製剤用の供給本数の推移ではなく分
画用原料血漿確保目標量の推移である．昭和 60（1985）
年をピークに減少傾向にあった献血者数が平成3（1991）
年に若干増加したのは，原料血漿確保量の増加にとも
ない PPP採血本数が急激に増加したことが原因である
（Fig. 5）．以降 5年間は，原料血漿確保目標量を大きく
上回る確保量であったことから，この当時は，全国的
に成分採血による原料血漿確保に力を入れていたこと
が伺える．その後は高単位製剤確保等による効率化や
血液製剤の適正使用推進による削減分が分画原料確保
目標量の増加分を上回り，献血者数としては減少傾向
を示してきた．そして，平成 15（2003）年以降は血漿
製剤の貯留保管，原料血漿確保量の調整が行われたた
め献血者数はさらに減少した（Fig. 1）．しかし，今後の
原料血漿確保計画量如何では，必要な献血者数は大幅
に増加すると推測される（Table 4）．原料血漿の確保計
画は，原料血漿確保量の変動が採血体制に与える影響
が非常に大きいため，長期的な確保計画を立てること
が必要である．

ま と め
今回の解析により，献血者数の減少は，血液事業の

進歩が大きく影響していることが明らかになった．採
血効率の向上とともに血液の有効活用が図られ，適切
に在庫管理が行われ無駄が排除されてきた結果が反映
されている．その一方で，通常の供給量に比べて大量
に出庫が続いた場合には，在庫を安定的に維持するこ
とが困難になっている．今後数年間は，400ml 採血率
向上，期限切れ率削減などの効率化がさらに進むと推
測されることから，今以上に厳密な血液型別の在庫管
理と臨機応変に献血者を確保する体制が求められる．
将来にわたり血液を安定的に供給するためには，採血
から供給までを管理する広域的な需給管理体制の早期
構築が必要である．また，高齢化にともなう供給本数
の増加，原料血漿確保量の増加が予想されることから，
中，長期的展望に立った献血者確保計画が不可欠であ
ろう．
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PROJECTED CHANGE IN FUTURE REQUIREMENTS FOR BLOOD DONOR

NUMBERS―FROM THE VIEWPOINT OF ADVANCEMENT

AND RATIONALIZATION OF BLOOD SERVICES―

Ken Sato, Masahiko Takahashi, Katsumi Furuya, Minoko Takanashi,

Hirohisa Komatsu and Kazunori Nakajima

Japanese Red Cross Tokyo Metropolitan Blood Center

Abstract:

Given recent reports that the number of blood donations by younger people has decreased, concerns have been
expressed about future shortages in the blood supply with the aging of the population. We analyzed past donor num-
bers in statistical reports to make appropriate plans for the future. The analysis showed that the change in donation
numbers is largely due to the increased efficiency in blood collection and increased selectivity for donors able to pro-
vide higher volumes of blood.

At the same time, a real-time, comprehensive blood supply system is required, while stocks of each blood type
must be managed on a daily basis. When future blood supply needs are estimated based on population projections,
results indicate that the aging population will require a slight increase in the blood supply, but the target amount of
plasma collection will have a greater impact on donor recruitment. Blood services should undertake systematic
preparations to secure donor recruitment based on long-term planning.
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